



































 伝統中国の刑法典である律はいわゆる r絶対的法定刑主義」 を採用 している。 清律もそ
 の例に属 し, ある行為がある構成要件に該当するものと判断されれば, それによって刑罰
 は必然的に確定し, もはや量刑の問題を残さない仕組みとなっていた。 しかし, 所詮あら
 ゆる犯罪行為を律の規定に盛ることはできず, また黒白を明確にできない事件の発生も不
 可避である。 そのため, こうした個別具体的事案を適切に処理する必要上, 律を運用する
 側面でさまざまな工夫がこらされた。 本論文は, 死刑事案を処理する際に採用された工夫
 の一つである r朝審」 及び r秋審」 と呼ばれる制度についての研究である。
 清律の規定する死刑は主と して絞首と斬首であり, その他に主人や親など目上の者を殺
 傷 した場合に適用される凌遅処死という, 全身を少 しずつ切り刻んでいって死に至ら しめ
 る死刑方法があった。 こう した死刑執行方法の差異とは別に, 清律は, 皇帝による死罪認
 定後の処遇の仕方として, 認定後直ちに死刑執行する r立決」 と, 一旦監獄に拘禁してそ
 の認定の適否を再審理する 「監候」 との区別を設けた。
 問題は, この r監候」 とされた者がその後どう処刑されたかである。 彼らはそれぞれ再
 審理に付されるこ とになるが, そのう ち中央の役所 (刑部) の監獄にある者に対する再審
 理が r朝審」, 地方役所の監獄にある者に対するそれが r秋審」 と呼ばれた。 この 「朝審」
 r秋審」 の結果は, さらに r情実」 =冬至前に死刑執行する, r緩決」 =翌年に廻して審
 理を尽くす, r可衿」 =減刑する, r留養」 =赦して父母の扶養をさせる, に分かれた。 も
 っとも, 「情実」 は執行直前に, 「勾決」 =そのまま執行する, と 「免勾」 =翌年廻しとす
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 る, とに区分けされた。
 かくして, 本来死刑に処されるべき者が, 皇帝の法外の仁慈に浴すことにより死刑を免
 れ得たのであり, それは実際には r絶対的法定刑主義」 を緩和して, 個別具体的事案を処
 理する工夫と して機能 したのである。
 ところが, 上述のごとき制度は清代中期 (1720 年代) 以降の整備された姿であって,
 清代初期の実態についてはほとん ど解明されていない状態であった。 本論文はこの空隙を
 埋めるべく, 1640 年代～1710 年代を主対象にして当該制度に肉迫する。
 第1章 「清朝初期における監候死罪案件の処理について」 は本論文の中心をなすもので
 ある。 そもそも前代である明朝においては, 春夏な ど万物が育まれる時期に死刑執行する
 ことは天下の生気を傷つけるという観念があり, 死刑執行は基本的にあらゆる生命の活動
 が低下する秋以降に行われるべきで, 重大な犯罪で速やかな執行が望ま しい場合に限り,
 立春以降秋分までの間にも執行されていた。 これが清朝でどうなったか。 この点を, 本論
 文は制度史的文献に止まらず, これまでほとんど活用されてこなかった行政文書を駆使 し
 て解明する。
 それによれば, 清朝においてもすでに 1641 年に r立決」 と r監候」 の差等を設けてい
 たが, この時点の r監候」 は秋後の死刑執行とは結びつかず, 再審理後随時処刑されてい
 た。 それが 1653 年に至り, 明朝と同様に秋後の死刑執行とそれに向けての再審理手続が
 成立するが, その動因となったのは, 中央と地方の手続を統一しようとする司法の中央集
 権化であったとする。 すなわち, 当時地方では r監候」 して再審理していた一方, 中央で
 は原則として即時に処刑していた。 しかも, 中央役所は, 地方の事案を皇帝に上奏する場
 合は律例に準拠することを強く求めた一方, 中央役所自体が処理する案件については, 律
 例を引用もしないといった中央と地方の格差などもあ り, これらを統一 して中央集権化す
 る際に r朝審」 r秋審」 の制度が導入されたと指摘される。
 また, この r朝審」 r秋審」 開始後に, それらがいかなる変遷を辿って制度的に完成さ
 れるかを詳細に追うとともに, その具体的様相を未刊史料を紹介 しつつ解明する。
 第2章 r可衿と可疑一清代初期の朝審及び秋審における事案の分類一」 は, まず, r朝
 審」 に携わった裁判官僚は, 原審で死刑と認定された者をいかなる理由をもって減刑 した
 かを, 新史料に基づいて個別具体的に検討する。 その際, 史料上 r可衿」 =減刑とされる
 事案のほか, r可疑」 =審理の継続とされる事案のあることに注目する。 その結果 r可衿」
 とされる事案は, 原審で考慮し得る要件のみに着目すれば死刑とするほかないものの, そ
 の後考慮 し得る要件が新たに判明することによって, 死刑執行するほど重大な犯罪ではな
 くなったと判断されるに至った事案であること, r可疑」 は, 事案自体は重大で減刑の余
 地はないが, 原審での罪状認定の妥当性に納得できない事案であることを確認する。
 さらに, 清代には, 上級機関が下級機関の監獄に出向いて, そこに繋がれている獄囚を
 審理 し, 冤罪や帯獄を解消 して救済する r憧刑」 という手続 (この制度自体は漢代まで遡
 る) が存在し, そこでも r可衿」 r可疑」 という語が用いられていることに着目して, 上
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 記の理解を確認する。
 総じて, 「絶対的法定刑主義」 を採用 している律例は, かかる運用上の工夫をこらすこ
 とによって個別具体的事例に柔軟に対応 していたのであって, 決 して硬直的なものでなか
 ったと主張する。
 第3章 「朝審・秋審における監候人犯の等差化」 では, こう した個別具体的事案への柔
 軟な対応の様相を, 1655 年以降の歴史的展開, そのなかで r緩決」 というカテゴリーが
 成立してくる過程等を丹念に検討することにより, 本件事案一件 ごとに具体的に判断すべ
 きとする制度的枠組みのなかで次第 に一般的基準が求め られるようになる動向が表れる
 ことが指摘される。 しか し, この一般化はまた新たな段階での個別化を必然的にもたらし,
 かくて個別化と一般化とが互いに連動 しながら, 律例とは異なる判断基準を形成 していっ
 たと して, 清代刑事法のダイ ナミック な動きを剔抉する。
 論文審査結果の要旨
 本論文は, 伝統中国における刑事法を特徴づける 「絶対的法定刑主義」 が, 清代初期の
 死刑事案の場面でいかなる変容を被っているかを, 「朝審」 「秋審」 という手続を詳細に観
 察することを通 じて解明 したものであり, これまでの先行研究を大きく発展させることに
 成功 している。
 この成功をもたらした要因の一一一っは, 赤城氏が二年間の北京大学留学中に採集 した第一
 梢案館所蔵の原史料, 及び独自に採訪 した台湾中央研究院所蔵の原史料等の, これまでほ
 とん ど利用されてこなかった史料を丹念に読み込み, 緻密に分析 し得たことによる。 その
 結果, これまで清代中期以降の制度の大枠が知られるだけだった 「朝審」 「秋審」 の初期
 の様相が鮮明に提示されることになった。 ここには, 膨大な史料を地道に読み進める集中
 力 と, それを可能にする氏の中国語及び漢文読解力が十分示されてい る。
 もう一つの要因は, 建前と して は法定の刑罰を変更 し得るのは唯一皇帝のみであり, 裁
 判官僚には量刑の余地が与えられていなかったという 「絶対的法定刑主義」 が, 実際には
 どのように運用 されていたかという鮮明な問題関心である。 このために制度史的史料に止
 まらず多様な行政文書を分析の俎上に載せる方法を採用する必要があったわけだが, この
 追究によって, 個別具体的事案に柔軟に対応していたという事実をもとに, それがさらに
 新た な次元 での評価 基準の統一化という要請を生み, それがまたさら に個別 具体化をもた
 らすという, 清代刑事法のダイ ナミズムを明確に描き出 していることは, 中国法制史学に
 対する本論文の貴重な寄与をなすものである。
 もっとも, たとえば①氏は, 清代の r朝審」 r秋審」 のモデルである明代の手続に関し
 てはまったく 先行研究に依存 している ごとくであるが, その機能や意識について再検討す
 る余地はないのか, ② 「朝審」 「秋審」 が律例の 「絶対的法定刑主義」 を緩和する役割を
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 演 じた点は解明されているものの, そもそもその原審は氏が想定するほど 「絶対的法定刑
 主義」 にとらわれていたといっていいのだろうか, ③比較法的にみれば, 前近代において
 は量刑基準の個別化と一般化との相互関連は, ヨーロッパであれ日本であれ少 なからず見
 受けられる現象であり, これらとの関わりで中国法の特質はどう 把握できるのかな ど, さ
 らに言及 して欲 しい点がないわけでない。
 しか し, これらは本論文の本質的価値を何ら損なうものではなく, 本論文を土台として
 今後展開されるであろう氏の研究のなかでおのずか ら解明されていく 課題である。 氏の中
 国法制史研 究者と して の資質と能力は上記 の通り優れたものであり, 今後 必ずや同学界に
 おいて 注目される人材と して成長 していく こと は疑いない。
 以上により, 本論文は, 博士 (法学) の学位を授与される水準に十分達していると認め
 られる。
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